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【要約】
本稿は、『戦時家庭教育指導要項』（文部省社会教育局 1942）と共に発刊された関連文
献を解釈的アプローチにより分析し、家庭教育の側面から、戦時厚生事業期における家族
の社会的役割と家族を取り巻く環境の共時的影響を考察した。
その結果、戦時厚生事業期における家族は、国家の政策を補完する役割が特徴として示
された。また、当時の家庭教育と学校教育は、戦時厚生事業と共通の「戦時国家の要請に
よる『人的資源の保護育成』政策」（吉田 1979）を基盤にしており、「個人主義、自由主
義のものでなく、国家主義」（倉橋 1942）が家庭教育の政策理念であった。
さらに戦時厚生事業期の家庭教育は、女性（母親）の社会的役割を重視しており、ジェ
ンダーを肯定する政策理念が特徴であった。つまり、「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）
に基づく当時の家庭教育は「実質的な平等を達成するような生の保障」（齋藤 2004）と異
なる政策理念を包含していたと考える。
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Ⅰ．本研究の目的と方法
本稿は、先に筆者（坪井 2109）が論究 1）した『戦時下の日本における厚生事業と家族
の社会的役割（1）』（以下「筆者の先行研究」という）の成果を踏まえて、戦時厚生事業
期 2）における家族の社会的役割と家族を取り巻く環境の共時的影響を分析・考察する。
筆者の先行研究（坪井 2019）で解明した『戦時家庭教育指導要項』（文部省社会教育局
1942a）の特徴は、以下のとおりである。
①「家」について、『戦時家庭教育指導要項』（以下「指導要項」という）は、❶祖孫一体の
道に則る家長中心の結合、❷皇室を宗家と仰ぎ、国の家として生成発展する場、❸忠孝一
本の大道に基づく子女錬成の道場であると明示している。
②「健全ナル家風」について、指導要項は、❶「敬神崇祖」を重視する、❷家長を中心に序
列を正しくすることが家庭生活の根本である、❸家庭生活を健全にすることが健全な国家
の基礎を確立することになる、❹家庭生活は国家活動の源泉であると明示している。
③指導要項は、家庭教育における母親の役割を重視している。さらに母親は皇国の次代を担
う人材育成という責任と使命を自覚し、薫陶養護をおこなうことが役割であると明示して
いる。
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④「子女ノ薫陶養護」について、指導要項は、父母の愛情と健全な家風の環境で次代の皇国
民を錬成するため、子ども自身が日本人として生まれたことの喜びなどを体得し、幼少時
より尽忠報国の信念を身につけることが家庭教育の思想的基盤であると明示している。さ
らに指導要項は、「子女ノ薫陶養護」の具体的内容として、❶質実剛健、堅忍持久、勇往
邁進の精神を養うこと、❷強固な意志を鍛錬し、実践力を培うこと、❸剛健な国民の基礎
を培う為、勤労・節倹・忍苦の精神を養うこと、❹積極的な鍛錬を重視し、強健な身体と
雄渾な気魄を培うことを明示している。
⑤「家生活ノ刷新充実」について、指導要項は「大東亜戦争ノ目的ヲ完遂シ皇国永遠ノ発展
ヲ期スル」ことを目的に位置づけている。先行研究（吉田 1979・池田 1986）の成果に基
づくならば、「家生活ノ刷新充実」は、「戦時国家の要請による『人的資源の保護育成』政
策と、伝統的家族制度や隣保制度的心情」が結合した「『日本型』連帯思想」（吉田）が基
盤である。また、指導要項が示す戦時下における家庭と家族の社会的役割は「国家統制の
下での普遍化と制度化」（池田）が企図されたといえよう。
以上の研究成果に基づき、本稿は、戦時厚生事業期に発刊された関連文献の解釈的アプ
ローチをとおして、社会構造史の方法論（Kocka=2000）3）が示す「通時的な観点と共時的
な観点」の両面から、戦時厚生事業期における家族の社会的役割と家族を取り巻く環境の
共時的影響を分析・考察する。具体的には、指導要項に関連する『躾に就いて』（著者：
山下俊郎、文部省社会教育局 1942b）と『家庭教育と学校』（著者：倉橋惣三、文部省社
会教育局 1942c）を分析し、家庭教育の側面から、戦時厚生事業期における家族の社会的
役割（子育てをおこなう家族の社会的役割、保護者に求められる性別役割分業の特徴など）
と家族を取り巻く環境の共時的影響（特に政治的・社会的側面の影響）を考察する。
Ⅱ．結果と考察
1 ．『躾に就いて』（文部省社会教育局 1942b）が示す家族の社会的役割と共時的影響
前述したとおり、指導要項は、家庭教育における母親の役割を重視し、父母の愛情と健
全な家風の環境で次代の皇国民を錬成するため、子ども自身が日本人として生まれたこと
の喜びなどを体得し、幼少時より尽忠報国の信念を身につけることを家庭教育の思想的基
盤に位置づけている。そこで指導要項と同じく 1942（昭和 17）年に発刊された『躾に就いて』
（文部省社会教育局 1942b）の分析をとおして、戦時厚生事業期における保護者（特に母親）
の社会的役割を考察する。
『躾に就いて』は、「家庭教育の振興に資するため指導者の参考資料」として文部省社会
教育が 1942（昭和 17 年）に発刊した『家庭教育指導叢書』4）の一冊である。文部省社会
教育局によれば、同書は「東京帝國大學文學部講師」の「山下俊郎氏に委託して執筆を煩
はした」5）という。
山下は「躾」を「教育の一つ」（同書：1）に位置づけ、「子供に対して望ましい生活の
型を与えて行く方法」であり「生活の様式を我々の規準に合せる様にする方法」（同書：
17）であると述べている。山下によれば、「躾の目標は國民としての生活、社会人として
の生活、家族の一員としての生活の中に子供を導き入れる」（同書：5）ことであるという。
さらに山下は、国民が目標とする生活を以下のとおり論じている。
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最高目標となる國民としての生活これは皇國民としての生活であり、萬邦無比の日本國
民としての生活であり、その在るべき姿は既に幾度か、勅語、詔書によって　上陛下（筆
者注：原文ママ）の示し給ふ所であって、揺ぎなき我々の最高目標であり、躾の目標もそ
の究極に於ては優れたる皇國民を作るという事に帰着するのである。従って躾の目標は皇
國民の鍛成といふ、國民学校令の精神に示されている所の我が國の教育精神である。（『躾
に就いて』p.5 より引用）
つまり、「躾」は「勅語、詔書」が示す「子供に対して望ましい生活の型」を与える教
育であり、「皇國民の鍛成」を目的に位置づけている。では、山下が示す「躾」は、どの
ような特徴を有しているのだろうか。前出の指導要項によれば、「躾」の特徴は下記のと
おりである。
四、子女ノ薫陶養護（前文略）
イ、皇国民タルノ信念ノ啓培（略）
ロ、剛健ナル精神ノ鍛錬（略）
ハ、醇乎タル情操ノ陶冶
ニ、良キ躾
子女ノ自発的活動性ヲ徒ニ阻止スルコトナク自律自制ノ訓練ヲ加ヘ日常生活ノ間自カラ
良習慣ヲ修得セシム就中剛健ナル国民ノ基礎ニ培フ為ニ勤労、節倹、忍苦ノ精神ヲ滋養シ
之ガ習慣ヲ養ハシム
ホ、身体ノ養護鍛錬（略）　　　　　　　　　
（指導要項「四、子女ノ薫陶養護」より引用）
このように「躾」は「子女ノ薫陶養護」であり、家庭教育の一環であることが理解でき
る。では、「躾」をはじめとする家庭教育は誰が担うのか。指導要項は「三、母ノ教養訓練」
の前文で以下のとおり記している。
家庭教育ハ固ヨリ父母共ニ其ノ責に任ズベキモノナレド子女ノ薫陶養護ニ関シテハ特ニ
母ノ責務ノ重大ナルニ鑑ミ母ノ教養訓練ニ力ヲ致シ健全ニシテ豊カナル母ノ感化ヲ子ニ及
ボシ次代ノ皇国民ノ育成ニ遺憾ナカラシムルト共ニ健全ニシテ明朗ナル家ヲ実現セシメン
ガ為ニ特に左記諸項ノ徹底ニツキ留意スルヲ要ス （指導要項「三、母ノ教養訓練」より引用）
また、山下が示した「躾の目標」すなわち「皇國民の鍛成」について、指導要項の「三、
母ノ教養訓練」は、次のように示している。
イ、国家観念ノ滋養
家生活ハ単ナル家ノ生活ニ止マラズ常ニ国家活動ノ源泉ナルコトヲ理解セシメ一家ニ於
ケル子女ハ単ニ家ノ子女トシテノミナラズ実ニ皇国ノ後勤トシテコレヲ育成スベキ所以ヲ
自覚セシム （指導要項「三、母ノ教養訓練」より引用）
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以上の議論を整理するならば、戦時厚生事業期における「躾」は「皇國民の鍛成」が目
的であり、母親が重要な責務を担っていた。また、家庭生活は国家活動の源泉に位置づけ
られていた。この点について、指導要項を解説した東京帝国大学教授の戸田貞三（1942：2）
は「元来我が国に於ては、個々の家が集まって国を形成しているのではなく、個々の家は
国を本として存立している」と述べ、女性の役割を以下のとおり記している。
今や我が国は、世界新秩序建設の途上にある。億兆一心、臣道実践の要望されること、
今日より甚しい時はない。（中略）女子としてこれに備ふるためには、我が国の家の本義
を十分に体得し、「その使命」の発揚に全力を傾けることが肝要である。されば女子は「健
全なる家風の樹立」に努め、家を守り国民の母親たるべき「母性の教養」を昂め、以て次
代を背負ふ「子女の薫陶養護」に専念し、更に「家庭生活の刷新充実」を図って、今日の
時局に処し得べき国民生活を確立するならば、それによっておのづから皇運扶翼の途を完
うすることが出来る。 （『家の道 文部省戦時家庭教育指導要項解説』p.3 より引用）
つまり、戦時厚生事業期における家族は国家の政策を補完する役割であったと考える。
とりわけ、「躾」をはじめとする家庭教育（指導要項が示す「子女ノ薫陶養護」）は、女
性による性別役割分業が重視されていたといえよう。その目的は、戦時厚生事業（池田
1986）の特徴である「戦争に役立つ『人的資源の維持培養と国民生活の安定』」と共通し
ている。
ところで前出の山下（1942：5）は、「躾の目標」が「皇國民の鍛成といふ、國民学校令
の精神に示されている所の我が國の教育精神である」と述べている。換言するならば、当
時の保護者が取り組む家庭教育と学校教育の目的（「國民学校令」の教育精神）は共通し
ていたといえよう。では、戦時厚生事業期における家庭教育と学校教育は、どのように関
連づけられていたのだろうか。
2 ． 『家庭教育と学校教育』（文部省社会教育局 1942c）が示す家族の社会的役割と共時的
影響
『家庭教育と学校教育』は、前出の『躾に就いて』と同様、「家庭教育の振興に資するた
め指導者の参考資料」として文部省社会教育が 1942（昭和 17 年）に発刊した『家庭教育
指導叢書』の一冊である。文部省社会教育局によれば、同書は「東京女子高等師範学校教
授」の「倉橋惣三氏に委託して執筆を煩はした」6）という。
倉橋（1942：2）は、家庭が「その子の教育のもとであり土台となっている」と述べ、
家庭教育の重要性を示している。また、倉橋（1942：6）は、学校教育について「昔考へ
られたやうに、ただ知性とか特性とかいふ一般普遍の教育目的を、個人の自由の要求に応
じて供与するところではなく、國民に仕上げるところ、我國に於ていへば、皇民に仕上げ
ることを中心目的とするところである」と論じている。
そのうえで倉橋は、家庭教育と学校教育の関係性について、以下のとおり述べている。
ところで、家庭教育も亦勿論、苟も我國にあっては、勿論我子を國民として仕上げるこ
とを主目的とするものである。これこそ日本の家庭教育の特質であって、さればこそ、學
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校と根本的に一致の方針を以て連絡し得るのである。國民的といふことを、學校教育との
み考へるのは狭い。日本の家庭教育は断乎として個人主義、自由主義のものでなく、国家
主義のものである。それを假りにも誤り見落としてはならぬ。即ち家庭教育は個人主義的
であるから、學校教育が之れを訂正すべく必要なのだといふやうな言ひ方は、決して穏當
でも正當でもない考へ方である。家庭も國民に、學校も國民に、相共に同一方向に仕上げ
を進めてゆくところに、我國の子どもの至幸の道が置かれているのである。
（『家庭教育と学校教育』p.7 より引用）
倉橋の議論を整理するならば、家庭教育と学校教育は「個人の自由の要求に応じて供与
するところではなく、國民に仕上げるところ、我國に於ていへば、皇民に仕上げる」（倉
橋 1942）という目標が共通している。その基盤は、戦時厚生事業と共通する国家の方針、
すなわち「戦時国家の要請による『人的資源の保護育成』政策」（吉田 1979：395-396）で
あると考える。
また、「日本の家庭教育は断乎として個人主義、自由主義のものでなく、国家主義のも
のである」と倉橋（1942）が論じている点は、指導要項の「三、母ノ教養訓練」に記され
た「ロ、日本婦道ノ修練」、すなわち「個人主義的思想ヲ排シ日本婦人本来ノ従順、温和、
貞淑、忍耐、奉公等ノ美徳ヲ滋養練磨スルニ努メシム」と共通した論旨といえよう。
さらに倉橋（1942：48）は、学校が「単なる平面的連絡でなく、家庭教育者としての母
を啓蒙し、それによって、學校との立体的連絡を向上深化せしめる必要がある」と論じ、「學
校母の会」の設立・運営を推奨している。倉橋の議論は、家庭における女性の性別役割分
業を重視した内容であり、指導要項における「四、子女ノ薫陶養護」の前文、すなわち「子
女ノ薫陶養護ハ家庭教育ノ中核ナリ父母ノ慈愛ノ下、健全ナル家風ノ中ニ有意ナル次代皇
国民ノ錬成ヲ成スベク特ニ左記諸項ニ留意スルヲ要ス」と共通している。
このように当時の家庭教育と学校教育は、戦時厚生事業と共通の「戦時国家の要請によ
る『人的資源の保護育成』政策」（吉田 1979）を基盤にしており、「個人主義、自由主義
のものでなく、国家主義」（倉橋 1942：7）が家庭教育の思想的特徴といえよう。つまり、
戦時厚生事業期の家庭教育は、家族（子ども、保護者）の権利よりも国家の政策を優先す
る「国家主義」（倉橋 1942）に基づき、家族の社会的役割を位置づけていたと考える。
とりわけ、家庭教育の担い手に母親が位置づけられている点は、女性の社会的役割に対
する「『人的資源の保護育成』政策」（吉田 1979）の共時的影響を象徴しているといえよう。
換言するならば、戦時厚生事業期の家庭教育は、ジェンダー（社会的・文化的性差）を肯
定する政策理念が特徴であったと考える。
3 ．小括
1940（昭和 15）年発刊の『時局下に於ける社会事業の推移』（財団法人三井報恩会：
21・24）によれば、第一次世界大戦や関東大震災などを契機に発展した日本の社会事業は
「所謂『社会連帯』『共存共栄』といふが如き原理に立脚して、公共の福利増進を目標」と
してきたが「時局下の体勢に処するに、従来の社会事業概念を以てしては遂に包摂しきれ
なくなり、社会事業概念を止揚してその上位概念として厚生事業概念は構成」されたとい
う。その結果、「従来社会事業の基礎的思想とするところは、社会連帯主義であったのに
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対し、厚生事業を基礎づける根源的な思想としては、国家主義、国民主義、日本主義等と
いった言葉で表現され得るものであり、かかる国家意識を基調として厚生事業が運営され
る以上、斯業は益々公営化の傾向を辿りつつある」状況となった。
同書が示す「厚生事業を基礎づける根源的な思想」は、いうまでもなく「戦時国家の要
請による『人的資源の保護育成』政策と、伝統的家族制度や隣保制度的心情」が結合し
た「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）を示唆している。上述の『躾に就いて』（著者：山
下俊郎、文部省社会教育局 1942b）と『家庭教育と学校』（著者：倉橋惣三、文部省社会
教育局 1942c）の分析結果は、社会事業から戦時厚生事業に移行する過程で存立した「『日
本型』連帯思想」（吉田 1979）が家庭教育の政策にも内在していることを示している。
その基層には、1870（明治 3）年発布の「大教宣布の詔」（天皇中心の思想統制を図る
神道の国教化）および国民（＝臣民）を「絶対無限ニ国ノ主権（筆者注：天皇）ニ服従ス
ル者」（穂積 1912）に位置づけた 1889（明治 22）年制定の大日本帝国憲法が存在していた。
その端的な例が指導要項における「一、我ガ国ニ於ケル家ノ特質ノ開明竝ニ其ノ使命ノ自
覚」の記述内容（下記）である。
我ガ国ニ於ケル家ハ
イ、 祖孫一体ノ道ニ則ル家長中心ノ結合ニシテ人間生活ノ最モ自然ナル親子ノ関係ヲ根
本 スル家族ノ生活トシテ情愛敬慕ノ間ニ人倫本然ノ秩序ヲ長養シツツ永遠ノ生命
ヲ具現シ行ク生活ノ場ナルコト
ロ、 畏クモ　皇室ヲ宗家ト仰ギ奉リ恒ニ国ノ家トシテ生成発展シ行ク歴史的現実ニシテ
忠孝一本ノ大道ニ基ヅク子女錬成ノ道場トナルコト
ハ、 親子、夫婦、兄弟、姉妹和合団欒ヲ序ニ従ツテ各自ノ分ヲ尽クシ老ヲ扶ケ幼ヲ養フ
親和ノ生活ノ裡ニ自他一如、物心一如ノ修練ヲ積ミ進ンデ世界新秩序ノ建設ニ参ス
ルノ素地ニ培フモノナルコト
等ヲ其ノ特質トスルコトヲ開明シ我ガ国ニ於ケル家ノ国家的竝ニ世界的意義ニ徹セシメ
之ガ使命ノ完遂ニ遺憾ナカラシメンコトヲ要ス
（指導要項「一、我ガ国ニ於ケル家ノ特質ノ開明竝ニ其ノ使命ノ自覚」より引用）
政治学者の齋藤（2004：289-290・302）は「社会的連帯の理由」の一つとして「生の偶
然性」をあげている。齋藤によれば、人間の「生」は性別・人種・身体状況・家庭環境な
どの「無数の偶然性の複合とその累積のうえ」に成立し、人間の社会が「生の偶然性」に
「恵まれた者と恵まれなかった者から成り立っている」と論じている。さらに齋藤は「生
の偶然性」が「最も広く定義される場合には、個人に帰責しうる範囲が逆に最小化される
ことになり、実質的な平等を達成するような生の保障が求められることになる」と論じ、
「生の保障」を「（再）定義する政治的過程から誰もが実質的に排除されていないという条
件のもとで行われるべき」であると主張している。
齋藤の議論に基づき、戦時厚生事業期の家族の社会的役割と共時的影響を整理するなら
ば、当時の家族に影響を及ぼした「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）、すなわち「厚生事
業を基礎づける根源的な思想」（財団法人三井報恩会 1940）は、国民一人ひとりの「生の
偶然性」による「個人に帰責しうる範囲」が最大化した政策理念であったといえよう。そ
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して、「国家主義、国民主義、日本主義等」（財団法人三井報恩会 1940）という特徴をも
つ政策理念は、戦時厚生事業だけでなく、家庭教育をとおして、子どもや家庭における女
性（母親）の「生の偶然性」による「個人に帰責しうる範囲」が最大化していったと考え
る。つまり、「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）に基づく当時の家庭教育は「実質的な平
等を達成するような生の保障」（齋藤 2004）と異なる政策理念を包含していたといえよう。
Ⅲ．まとめ
本稿は、文部省社会教育局（1942b・1942c）が発刊した『躾に就いて』（著者：山下俊郎）
と『家庭教育と学校』（著者：倉橋惣三）を分析し、家庭教育の側面から、戦時厚生事業
期における家族の社会的役割（子育てをおこなう家族の社会的役割、保護者に求められる
性別役割分業の特徴など）と家族を取り巻く環境の共時的影響（特に政治的・社会的側面
の影響）を考察した。その結果は以下のとおりである。
①戦時厚生事業期における家族は、国家の政策を補完する役割であったと考える。とりわけ、
「躾」をはじめとする家庭教育（指導要項が示す「子女ノ薫陶養護」）は、女性による性別
役割分業が重視されていた。その目的は、戦時厚生事業（池田 1986）の特徴である「戦争
に役立つ『人的資源の維持培養と国民生活の安定』」と共通している。
②当時の家庭教育と学校教育は、戦時厚生事業と共通の「戦時国家の要請による『人的資源
の保護育成』政策」（吉田 1979）を基盤にしており、「個人主義、自由主義のものでなく、
国家主義」（倉橋 1942：7）が家庭教育の思想的特徴であった。つまり、戦時厚生事業期の
家庭教育は、家族（子ども、保護者）の権利よりも国家の政策を優先する「国家主義」（倉
橋 1942）に基づき、家族の社会的役割を位置づけていた。
③家庭教育の担い手に母親（家庭における女性）が位置づけられている点は、女性の社会的
役割に対する「『人的資源の保護育成』政策」（吉田 1979）の共時的影響を象徴していると
いえよう。換言するならば、戦時厚生事業期の家庭教育は、ジェンダ （ー社会的・文化的性差）
を肯定する政策理念が特徴であったと考える。
④当時の家族に影響を及ぼした「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）すなわち「厚生事業を
基礎づける根源的な思想」（財団法人三井報恩会 1940）は、国民一人ひとりの「生の偶然
性」による「個人に帰責しうる範囲」が最大化した政策理念であった。そして、「国家主義、
国民主義、日本主義等」（財団法人三井報恩会 1940）という特徴をもつ政策理念は、戦時
厚生事業だけでなく、家庭教育をとおして、子どもや女性の「生の偶然性」による「個人
に帰責しうる範囲」が最大化していったと考える。つまり、「『日本型』連帯思想」（吉田
1979）に基づく当時の家庭教育は「実質的な平等を達成するような生の保障」（齋藤 2004）
と異なる政策理念を包含していたといえよう。
今後は、社会事業から戦時厚生事業へ変容する通時的側面から、家族の社会的役割を論
究することが課題である。具体的には、「実質的な平等を達成するような生の保障」（齋
藤 2004）と異質な戦時厚生事業期の家庭教育の特徴と「『日本型』連帯思想」（吉田 1979）
が形成された政治過程の通時的・共時的特徴を分析・考察したい。
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注
1）OECD 諸国における家庭の貧困問題を比較分析した藤原（2018：39-44）は、日本における母子世帯の貧困率
が高い要因として「女性の賃金が男性と比べて低いこと、男女間賃金格差が大きいこと」を示し、「これまで
も存在し現在でもきわめて大きい男女間の賃金格差については解決すべき社会問題としてみなされていないこ
とこそ、日本のジェンダー問題の深刻さを表している」と指摘している。藤原の議論は、日本国民の権利を保
障する法律・制度・政策のみで子どもの貧困問題が解決しないことを示唆している。つまり、日本国憲法が権
利主体である国民の生存権を保障していたとしても、文化的・社会的背景の問題を解決しなければ、子どもや
女性の権利は保障されないのではないかと考える。また、湯澤（2015：76）が提示した「子どもの貧困対策を
捉える視角」（図）は、子どもの貧困問題に内在する文化的・社会的背景の問題と関連政策の関係性を把握す
る概念モデルである。同モデルの独立変数に該当する「貧困問題への理解」と「ジェンダーの視点」は、同時
代における共時的な特徴だけでなく、異なる時代の文化的・社会的背景（貧困に対する社会全体の認識、子育
てをおこなう家族の社会的役割、保護者に求められる性別役割分業の特徴など）と関連政策の関係性、すなわ
ち通時的な側面を解釈的アプローチにより分析・考察する鍵概念に位置づけられる。本研究は、先行研究（藤原・
湯澤）が示す以上の研究視座に基づいている。
2）吉田（1981）と池田（1986）によれば、大正期に成立した日本の社会事業は、昭和初期（1932 年の救護法施
行もしくは日中戦争が勃発した 1937 年の時期）から終戦を迎えた 1945（昭和 20）年までの期間、戦時厚生事
業期となった。吉田（1979：395-396）は「戦時国家の要請による『人的資源の保護育成』政策と、伝統的家
族制度や隣保制度的心情」が結合した「『日本型』連帯思想」を戦時厚生事業の特徴に位置づけている。また、
池田（1986：657-658）によれば、戦時厚生事業は「社会事業の国家統制の下での普遍化と制度化」であり、「戦
争に役立つ『人的資源の維持培養と国民生活の安定』」が目的であったという。その基層には、1870（明治 3）
年発布の「大教宣布の詔」（天皇中心の思想統制を図る神道の国教化）および国民（＝臣民）を「絶対無限ニ
国ノ主権（筆者注：天皇）ニ服従スル者」（穂積 1912）に位置づけた 1889（明治 22）年制定の大日本帝国憲法
が存在していた。周知のとおり、現行の日本国憲法は国民を権利主体（主権在民）に位置づけており、戦前の
天皇主権とは異なる。しかしながら、遠藤（2013：71-73）は第二次世界大戦後も「天皇制慈恵主義」が継承さ
れたと論じている。遠藤によれば「天皇の仁慈、慈恵はことさら肯定的に受け止める作用を促し、象徴天皇制
と慈恵の違いを深く検討することもなく、人びとの心性に定着した」という。遠藤の議論は、「天皇慈恵主義」
が第二次世界大戦後も日本国民に受容されてきた可能性を示唆している。したがって、戦前の社会事業から第
二次世界大戦後の社会福祉（子どもの貧困問題対策を含む）に継承された文化・社会・政治の特徴を論究する
取り組みは重要な研究課題といえよう。
3）歴史学者の Kocka（=2000：128・241）が提唱した社会構造史は、歴史的事象に対して「個々の事件や人物よりも、
『諸関係』や『諸状況』、個人を越えた発展や過程を重視」し、「通時的な観点と共時的な観点とを複合させながら、
考察対象となる現実の諸契機がそれぞれ因果的、機能的にどのような対応関係にあるのか」を分析・考察する
方法論である。本研究は、上述した社会構造史の方法論を研究基盤に位置づける。
4）1942（昭和 17）年に文部省社会教育局が発刊した『家庭教育指導叢書』（本稿の引用文献である「第一輯」「第
七輯」「第十輯」を除く）は下記のとおりである。
　『家庭教育指導叢書 第二輯 家庭と敬神崇祖』（著者：河野省三，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第三輯 家訓と家庭教育』（著者：石川謙，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第四輯 我が國の家族と家族制度』（著者：戸田貞三，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第五輯 我が國の家』（著者：西晋一郎，1942 年 4 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第六輯 児童の精神発達とその教育』（著者：依田新，1942 年 3 月発行）
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　『家庭教育指導叢書 第八輯 青少年の心理とその家庭教育』（著者：靑木誠四郎，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第九輯 家庭教育と青少年不良化の問題』（著者：熊野隆治，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第十一輯 乳幼児保護の問題』（著者：斎藤文雄，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第十二輯 戦時下に於ける家庭保健の問題』（著者：西野陸夫，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第十三輯 日本母性の特質』（著者：遠藤元男，1942 年 4 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第十四輯 戦争と家庭経済』（著者：本位田祥男，1942 年 4 月発行）
　『家庭教育指導叢書 第十五輯 戦時下に於ける家庭と法律の問題』（著者：中川善之助，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 . 第十六輯 家庭生活と科学』（著者：富塚清，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 . 第十七輯 勤労女性と家庭』（著者：奥むめお，1942 年 3 月発行）
　『家庭教育指導叢書 . 第十八輯 家庭教育と児童文化の問題』（著者：波多野完治，1942 年 3 月発行）
5）『躾に就いて』の著者である山下俊郎は、教育心理学者であり、恩賜財団愛育会との関係も深い。第二次世
界大戦後は、恩賜財団愛育会が設立した幼稚園園長、東京家政大学・東京都立大学などの教育職を歴任し、日
本保育学会の設立者として初代副会長（初代会長は下記の倉橋惣三）および第二代会長を務めた。1962（昭和
37）年に発表した『しつけと幼児教育』（幼児教育 61［3］：2-5）では、「しつけ」が「望ましい生活の様式を
子ども達に与えるために、望ましい生活の様式へと子ども達を誘導していくための一つの教育技術である」と
定義している。一方、山下は「幼児教育」が「間接性の原理」に基づく教育であると述べ、「真正面から、子
どもに教育内容を与えるのでなくて、いわば間接的に、まわり道をしながら、誘導することによって、教育内
容を自然に身につけさせるやり方」であると説明している。さらに「しつけ」と幼児教育を関連づけながら、
山下は「幼児の生活を指導すること」が幼児教育であり、「生活を指導していくという技術」が「しつけ」で
あると論じた。 ［参考文献］森上史郎・柏女霊峰編（2015）『保育用語辞典　第 8 版』ミネルヴァ書房．
6）『家庭教育と学校教育』の著者である倉橋惣三は、1910（明治 43）年より東京女子高等師範学校（現　お茶の
水女子大学）で教育に従事し、戦前・戦後を通じて保育・幼児教育の研究と専門教育に取り組んだ教育学者で
ある。日本保育学会設立にかかわり、初代会長を務めている。山下（1965：11）によれば、倉橋は「幼稚園」が「子
供自身の場所」であり、「子どもが自分自身の生活をせいいっぱい楽に、自然にできるところでなければなら
ない」と考えた。そのような状態を「自己充実」と表現した倉橋は、幼児の「自己充実を満たしていくために
指導していくことが充実指導であり、それをさらにすすめて指導していくことが誘導」であり、それは「まと
まりのない幼児の生活」を系統づけ、「教育的な意図と設備によって、幼児のもっている内面的なものを発展
させていく」ことであるという。そして、幼児の生活は「そこから自己充実があり、設備が関連して自己充実
指導を行ない、さらに誘導を加えていくことによって子どもの生活がのびてゆく」と倉橋は考えていたという。
 ［参考文献］森上史郎・柏女霊峰編（2015）『保育用語辞典　第 8 版』ミネルヴァ書房．
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